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成果 課題・今後の取組

1
令和5年度物価高騰対応
重点支援給付金

物価高が続く中で低所得
者世帯への支援を行うこ
とで、低所得者の方々の
生活を維持する。

令和5年度
分の住民税
非課税世帯

3,229,438 3,229,000 0 0 0 R6.1 R6.6

・給付費3,220,000円
・事務費9,438円（通信
運搬費、口座振替手数料
）

事業実施により、物価高
騰の影響を受ける低
所得世帯の負担軽減につ
ながった。

物価高騰が続いており、
引き続き低所得世帯への
支援を図る必要がある。

福祉課

2
物価高騰対応重点支援給
付金

物価高が続く中で低所得
者世帯への支援を行うこ
とで、低所得者の方々の
生活を維持する。

令和5年度
分の均等割
のみ課税世
帯、令和６
年度非課税
化世帯、令
和６年
度均等割の
み課税化世
帯 、子ど
も加算、定
額減税を補
足する給付
の対象者

127,022,254 0 0 127,022,000 0 R6.4 R7.1

・給付費122,650,000円
・事務費4,372,254円
（人件費、印刷製本費、
通信運搬費、口座振替手
数料、振込手数料、委託
料）

事業実施により、物価高
騰の影響を受ける低
所得世帯の負担軽減につ
ながった。

物価高騰が続いており、
引き続き低所得世帯への
支援を図る必要がある。

福祉課・
税務課

7

令和6年度東みよし町物
価高騰対応重点支援給付
金（3万円）・不足額給
付

物価高が続く中で低所得
者世帯への支援を行うこ
とで、低所得者の方々の
生活を維持する。

令和６年度
住民税均等
割非課税世
帯、子ども
加算

58,791,736 0 0 0 58,791,000 R7.2 R7.7

・給付費54,590,000円
・事務費4,201,736円
（消耗品費、印刷製本
費、通信運搬費、振込手
数料、委託）

事業実施により、物価高
騰の影響を受ける低
所得世帯の負担軽減につ
ながった。

物価高騰が続いており、
引き続き低所得世帯への
支援を図る必要がある。

福祉課・
税務課
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11
令和6年度私立保育所等
給食材料費高騰対策支援
事業

エネルギー・食料品価格
等の物価高騰により給食
の食材料費が高騰する
中、給食材料費の保護者
の負担を増やすことな
く、これまで通りの栄養
バランスや量を保った給
食を提供するとともに、
児童の発達段階や健康状
態に応じた食育の充実を
支援するため、町内私立
保育所等に対し補助金を
交付する。（教職員を除
く）

町内に在す
る私立保育
所等を運営
する事業者

1,564,000 0 1,564,000 0 0 R6.4 R7.3

各月ごとに当該月の初日
において在籍する満3歳
以上教育・保育給付認定
子ども数に1,000円を乗
じて得た額
私立保育所1,000円×
334人・私立認定こども
園1,000円×1,230人

給食材料費について、保
護者の負担を増やすこと
なく、栄養バランスや量
を保った給食を提供する
ことができた。

発達段階や健康状態に応
じた給食の提供は、児童
の健やかな成長に欠かせ
ない重要な役割を担って
いる。物価高騰が続く今
後においても、児童の心
身の健康増進にむけて食
育の充実を図っていく。

福祉課

12
令和6年度プレミアム付
商品券発行事業

エネルギー・食料品価格
等の物価高騰の影響を受
けた生活者に対して、
R6消費者物価指数の上
昇を踏まえた、プレミア
ム率30％の商品券（1冊
あたり13,000円分の商品
券を1冊10,000円で販
売）を発行することで、
更に萎縮すると思われる
家計消費の下支え等を通
じた生活者支援を行う。

全町民 46,326,711 0 46,326,000 0 0 R6.5 R7.2

・消耗品費17,182円
・通信運搬費1,205,071
円
・委託料6,231,774円
・プレミアム分負担額
38,872,684円

町民を対象に、1冊
13,000円のプレミアム付
商品券を10,000円で販売
した結果、13,161冊の購
入
があった。本事業の実施
により、物価高騰の影響
により委縮した地域経済
や、飲食店における消費
の喚起を図ることができ
た。

地域内の経済動向や飲食
店の状況から、消費喚起
が必要と判断された場合
は、同様の事業実施によ
り地域内経済の活性化を
図る必要がある。

産業課
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【充当元事業】
令和6年度東みよし町物
価高騰対応重点支援給付
金（3万円）・不足額給
付
【充当先事業】
Ｒ７計画令和６年度物価
高騰対応重点支援給付金
充当先の経費：事務費

物価高が続く中で低所得
者世帯への支援を行うこ
とで、低所得者の方々の
生活を維持する。

令和６年度
住民税均等
割非課税世
帯、子ども
加算、定額
減税を補足
する給付の
対象者

604,000 0 0 0 604,000 R7.2 R.8.1

令和６年度実施計画には
記載がありませんが、令
和６年度交付決定に基づ
く交付金を令和７年度に
実施した低所得及び不足
額分の一体支援分の事務
費の一部に充当してい
ます。

福祉課・
税務課

【充当元事業】
令和6年度東みよし町物
価高騰対応重点支援給付
金（3万円）・不足額給
付
【充当先事業】
Ｒ７計画令和６年度物価
高騰対応重点支援給付金
充当先の経費：事業費
（給付費）

物価高が続く中で低所得
者世帯への支援を行うこ
とで、低所得者の方々の
生活を維持する。

令和６年度
住民税均等
割非課税世
帯、子ども
加算、定額
減税を補足
する給付の
対象者

8,385,000 0 0 0 8,385,000 R7.2 R8.1

令和６年度実施計画には
記載がありませんが、令
和６年度交付決定に基づ
く交付金を令和７年度に
実施した低所得及び不足
額分の一体支援分の給
付費の一部に充当してい
ます。

福祉課・
税務課

245,923,139 3,229,000 47,890,000 127,022,000 67,780,000合計


